
平成２４年度税制改正（地方税）要望事項 

（ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ・ その他 ） 

No ９ 府 省 庁 名  経済産業省             

対象税目 個人住民税  法人住民税  事業税  事業税（外形） 不動産取得税  固定資産税  事業所税  その他（軽油引取税） 

要望 

項目名 
軽油引取税の課税免税の特例措置の延長（鉱物の掘採事業を営む者のうち石炭掘採業） 

 

要望内容 

（概要） 

 

 

・特例措置の対象（支援措置を必要とする制度の概要） 

 

石炭の掘採事業を営む者の事業場内において石炭の掘採、積み込み又は運搬のために使用する機械の動力源の用途に

用いる軽油について、１ＫＬにつき３２，１００円（３２．１円／Ｌ）の課税免税。 

 

・特例措置の内容 

 

 上記用途に供される軽油引取税を非課税とする措置を３年間延長する。 

 

関係条文 

 

地附則12条の２の７第1項第5号 

地方税法施行令附則第10条の 2の 2第6項 

減収 

見込額 
 （初年度）   ――    （▲３４０）      （平年度）   －    （▲３４０）     （単位：百万円） 

 

要望理由 

 

（１）政策目的 

 

炭鉱構内のみで使用する軽油に係る軽油引取税を免税することにより、採掘原価を低減し、国内石炭の安定的掘採及び供給

を図る。 

 

（２）施策の必要性 

 

国内石炭のほぼ１００％近くを海外に依存する中、国内石炭炭鉱の生産量は国内消費の０．６％ではあるものの、国内資源の

確保という点からも貴重な存在のため、その存続が必要。 

本要望に 

対応する 

縮減案 

 

 ―― 

ページ ― 



 

 

 

 

 

 

合
理
性 

 

政策体系における政策

目的の位置付け 

政策名： ３．資源エネルギー・環境政策 

 

政策の 

達成目標 

石炭の安定供給確保を図る。 

 

 

税負担軽減措置等

の適用又は延長期

間 

平成２４年４月１日から平成２７年３月３１日までの３年間 

同上の期間中の達

成目標 

採掘原価の低減により国内石炭の安定的掘採及び供給を図る。 

政策目標の 

達成状況 

・軽油引取税の免税により国内石炭事業においては、過去５年（平成１８年度～２２年度）で１社あたり約３８百万円（同期間１社あたり純利益

約６３百万円の約６０％）の採掘原価の低減に寄与しており、国内石炭生産の継続に貢献。 

          事業者数  減税額(百万円)  会社純利益（百万円）   

平成１８年度    ８           ２７４            ３４３ 

平成１９年度    ８           ３０１            ５８８ 

平成２０年度    ８           ２９１            ６６０ 

平成２１年度    ８           ３０５            ３８２ 

平成２２年度    ８           ３４５            ５４２ 

※ 北海道経済産業局鉱業課の各社聞き取りによる 

有効

性 

要望の措置の 

適用見込み 

平成１８年度～平成２２年度の適用者数は対象８社中すべてが対象。23年度から 26年度においても適用者数は同数で推移する見込み。 

          免税軽油使用量（8社合計）（ＫＬ）              免税軽油使用量（8社合計）（ＫＬ）    

平成18年度                 ８，５５１     平成23年度                １０，７４５           

平成19年度                 ９，３７３     平成24年度                １０，７４５ 

平成20年度                 ９，４８６     平成25年度                １０，７４５ 

平成21年度                 ９，５１４     平成26年度                １０，７４５ 

平成22年度                １０，７４５ 

※ 北海道経済産業局鉱業課の各社聞き取りによる 

要望の措置の効果見込

み（手段としての有効

性） 

本税制は、国内石炭掘採事業者が炭鉱構内で使用する機器の動力源としての軽油にかかる措置であり、当

該制度によりその採掘原価を直接的に低減する実効的効果がある。 

相当

性 

当該要望項目以外の税

制上の支援措置 

 

 ―― 

予算上の措置等の要求

内容及び金額 

 

 ―― 

 

上記の予算上

の措置等と 

要望項目との関

係 

 

 ―― 

要望の措置の 

妥当性 

① 国内石炭の取引価格は、海外の輸入価格とのバランスで決定され、ユーザーの価格交渉力が強いため、

課税分を価格に転嫁することは困難。  

② 仮に課税することとなれば、各企業の純利益の大半が失われることとなり、企業の存立が困難となりかね

ない。  

③ 国内石炭事業者の存立が困難になれば、低廉な石炭供給が不可能となり、高騰しつつある海外炭への依

存を余儀なくされることとなる。  
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税負担軽減措置等の 

適用実績 

＜算出方法＞北海道経済産業局の各社聞き取り実績（軽油使用数量）に免税額（３２．１円／L）を乗じ算出（８

社合計）。                       （単位：千円） 

平成１８年度  ２７４，４７９    平成２３年度  ３４４，９００ 

平成１９年度  ３００，８７２    平成２４年度  ３４４，９００ 

平成２０年度  ２９１，３４３    平成２５年度  ３４４，９００ 

平成２１年度  ３０５，３９３    平成２６年度  ３４４，９００ 

平成２２年度  ３４４，９００ 

税負担軽減措置等の適

用による効果（手段として

の有効性） 

・石炭掘採事業者は現在８社、その全てが当該課税免除措置を受けている。また、８社中７社が中小企業であ

るとともに北海道空知地域の地域経済に、大きな役割を果たしている。  

・軽油に代わる代替燃料はなく、本措置が延長されなければ、直近５年を見ても露天石炭事業等を生業として

いる会社のほとんど（８社中６社）が赤字に転落することになり、存続（倒産）に影響する。  

・仮に本制度廃止により国内炭鉱事業者の存立が困難となれば、直接･請負だけでも６００名以上の雇用が失

われることになるとともに、地元自治体への鉱産税約６０百万円や本措置廃止に伴う税収見込み（約３億円）も

失いかねない。  

・８者の石炭掘採事業者は、地元経済を支える主要産業であり、連関する事業として、石炭輸送に始まり、重

機・車輌・燃料・火薬類・資機材類の購入、修理等、地域経済に及ぼす影響（売上原価及び販管費（労務費除く）

は８社合計２５０億円程度）は甚大である。 

 

前回要望時の達成目標 
―― 

前回要望時からの達成度及び目

標に達していない場合の理由 

 ―― 

これまでの要望経緯 

 

○ 昭和３６年度（創設） 

  課税免税対象用途は「石炭の採掘、積込み又は運搬のために使用する機械の動力源」。 

 

○ 平成２１年度税制改正により軽油引取税は目的税（道路特定財源）から普通税に改められたことにより、使

途制限が廃止。課税免税措置については３年間（平成２１年度～平成２３年度末）存続。 

 

― 


